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1. 件名 

財務・会計のガバナンス強化に係る業務支援 

 

2. 目的 

２０２０年１１月の総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策

小委員会電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（以下、「広域機関検証ＷＧ」とい

う。）の取りまとめにおいて、今後、電力広域的運営推進機関（以下、「広域機関」とい

う。）に業務が追加され、人員及び事業費（運営費以外の管理資金含む）も大幅に拡大するこ

とになり、法改正に伴う現行の事業とは異なる分野の事業の追加となるため、監査機能の強化

を図る必要があると整理されている。また、会計監査については、現在、監査室による内部監

査と監事による監査を実施しているが、今後、兆単位の会計処理を行うことになることを踏ま

え、これに加え、監査法人による会計監査を導入し、ガバナンスの強化と会計処理の透明性の

向上を図っていく必要があると整理されている。 

本業務委託は、広域機関へ新たに導入していく FIT・FIP 等の再エネ関連業務や容量市場・

長期脱炭素電源オークション等の業務を中心に、広域機関内の業務に係る取引や資金管理の運

用手順を整備していくにあたり、統一的な会計ルールや、ガバナンス機能を構築し、２０２４

年度から会計処理の透明性を示すために外部監査を受ける準備、及び機関内の業務に係る取引

や資金管理の運用手順・体制を整え、広域機関の財務会計に係るガバナンスのさらなる向上に

向けた支援を依頼するものである。 

 

3. 調達方式 

一般競争入札（総合評価落札方式）で行う。 

 

4. 業務委託スケジュール 

 本業務委託に関しては、以下のスケジュールにて行うものとする。 
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5. 委託業務内容 

（１） 委託業務概要 

再エネ関連、容量市場・長期脱炭素電源オークション等の新規業務を含めた広域機関全体の

財務報告の強化・向上のための支援、各業務に係る取引や資金管理、会計・経理に係る運用手

順の整備及び運用体制の整備等のための支援、さらに外部会計監査導入に向けた監査人選定の

ための支援等を行う。 

 

（２） 具体的な業務委託内容 

① 再エネ関連、容量市場・長期脱炭素電源オークション等の新規業務を含めた財務報告の

強化・向上のための検討支援 

財務報告の強化・向上に向けた以下の内容について検討すること。なお、業務の前提

となる各種規定類は、広域機関ホームページに公表されているもの（検討中のものは広

域機関より受託事業者に提供するもの）を参照すること。 

 財務報告にあたって準拠すべき基準及び会計方針を踏まえた各種実務の詳細検討 

 会計規程及び関連する諸規程の更新案の策定支援 

 今後の業務拡大を見据えて対応が必要となる区分経理及び税務課題の検討 

 経理・税務業務及び財務報告業務の更新 

 税務申告書の作成支援 

 上記、新たな対応や準拠すべき基準等の更新を踏まえた運用手順書の作成・更新支

援 
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② 広域機関内の業務に係る取引や資金管理、会計・経理業務の運用手順の整備、及び運用

体制の整備等に関する検討支援 

再エネ関連、容量市場・長期脱炭素電源オークション等の新規業務を含めた広域機関

全体の資金管理や会計・経理に係る財務報告の検討・更新、及び外部会計監査の想定を

踏まえながら、広域機関内の各業務に係る取引や資金管理、会計・経理業務の運用手順

の整備、及び運用体制の整備を実施し、外部会計監査に問題ない仕組みを実現するため

以下検討を行うこと。なお、広域機関における業務は法令に基づく移管や今後の新規導

入検討を通じて随時更新されていくため、検討過程における最新状況を都度把握し取組

みを進めること。 

 各業務の取引や資金管理の考え方・債権・債務の扱いの考え方に関する整合の確認

と現状整理・課題抽出と対応策の検討 

 外部会計監査を想定した、機関内の各業務に係る取引や資金管理、会計・経理業務

の運用手順の整備、及び運用体制の整備に関する課題抽出や対応策の策定と具体的

な実施内容の明確化 

 財務・会計に関する各業務の取引や資金管理、経理業務に係る文書の更新支援 (全

社経理、FIT・FIP・廃棄等積立、容量市場、長期脱炭素電源オークション、その他

各業務、主管部業務に係る最新の検討中業務を含む) 

 外部会計監査導入に向けた会計・経理業務の文書化を踏まえ、各業務における取引

や資金管理、会計・経理に係る運用手順・体制整備の対応策について、外部会計監

査の視点に基づく具体的な実施内容の実現状況の評価を行い、広域機関の実態を踏

まえた将来的な課題事項や潜在的な課題事項を含め、複数年にわたる対応方針の策

定、さらなる向上に向けた取組みの方向性の明確化、継続的な運用に向けた体制の

整備案の策定 

 

③ 外部会計監査の導入に向けた準備支援 

外部会計監査導入に向けて以下の検討及び業務を行うこと。 

 広域機関に新たに導入する外部会計監査をどのような内容で実施するものとする

か、必要となる対応方針の策定 

 外部会計監査の案件化にあたり、実施内容・委託項目・実施手順等の詳細化、及び

案件化に必要となる参考情報等の整理・文書化の実施 

 外部会計監査の導入に向けて必要となる諸規定の更新案の策定、及び会計事務所等

に対して準備していく文書等の整理や対応の支援 

 

④ 業務委託遂行に必要なプロジェクト管理 
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上記業務委託内容①～③を遂行する上で必要となるプロジェクト管理を行うこと。 

 各項目を短期間で同時に進めていく体制や、意思疎通、情報の連携を図る取り組み

の実施 

 検討案や対応案をもとにしたブレストの活用や、短時間で整理を進める下準備の工

夫 

 関係者間の認識の徹底を図るため、一定程度の対面の場の活用 

 全体の動きや、課題や対応方針等のポイントをまとめた進捗報告の実施 

 業務委託遂行上の課題管理及びリスク管理 

 

6. 実施体制 

（１） 実施体制 

以下の実施体制を基本として進めるものとする。 

 

 

（２） 実施体制に求める要件 

受託業者には、FIT・FIP等の再エネ関連制度や容量市場・長期脱炭素電源オークション等

の電力に関連する国の制度への深い理解が求められるため、業務受託組織、および業務委託従

事予定者は、電力に関連する国の審議会や広域機関の委員会・検討会等の資料を参考に、各種

制度の内容をあらかじめ確認し、理解することが求められる。 

また、監査法人の実施する会計監査や電力事業に関する取引、及び広域機関が実施する制度

運用の業務との関連性の理解も求められるため、会計処理・税務・債権管理業務に係る専門性

や電力事業の監査や業務支援等の知見を有していることが求められる。 
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提案においては、本業務委託のプロジェクトを、一定程度専従的に担当する者や関与の割合

などを提案書の中で示すこと。 

① 実施体制 

本業務委託のプロジェクト責任者、およびプロジェクトリーダーは、原則として、契

約期間完了まで継続できる者であること。ただし、広域機関が認めた場合にはこの限り

ではない。 

② 組織及び業務委託従事予定者としての実績・専門性 

本業務委託内容に関する専門知識・ノウハウ等を組織および業務委託従事予定者が

有すること。 

 

7. 作業実施場所等 

作業実施場所等は原則指定せず、マイルストーンに応じた成果物を適宜メール・ミーティン

グ等で確認しつつ、方向性をすり合わせながら進めるものとする。なおミーティングの実施場

所は、必要に応じて対面でのミーティングを設定し、受託者、または広域機関の会議室を用い

ることとする。Web 会議を行う場合は、Webex を用いたオンラインミーティングとする。Webex

を用いる際には、広域機関が取得しているアカウントで予約したミーティングルームを使用で

きる。 

 

8. 業務遂行上の留意事項 

 作業遅延等の理由により適切な業務の遂行が期待できないと広域機関が判断し、要員の

変更を含む体制等に係る改善要求があった場合には、これに従うこと。 

 受託者は、やむを得ず要員を交替させる場合、事前に広域機関に了承を得た上で、当該

要員と同等の資格および経験等を保有する要員を配置すること。また、要員の交替に当

たっては、ナレッジの引継ぎを必ず行うこと。 

 

9. 納入物 

以下資料をワード等編集可能なファイル形式で作成し、電子媒体（ＣＤ－Ｒ等）で「１１．

納入場所」に定める納入場所に提出するものとする。 

① 財務報告の強化・向上のための検討支援 

納入物名 概要 

財務報告の強化・向上のための

検討資料 

 財務報告フレームワーク（準拠すべき会計基準、

会計方針、区分経理の考え方など）を踏まえた各

種実務の詳細検討資料 

 経理・税務業務及び財務報告業務の更新案 
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 上記運用手順書の更新案 

 諸規程の更新案 

 税務申告書 

 

 

② 機関内の業務に係る取引や資金管理の運用手順・体制を整えるための支援 

納入物名 概要 

機関内の業務に係る取引や資金

管理の運用手順・体制を整える

ための支援のための検討資料 

 各業務に係る取引や資金管理の運用手順・体制を

整えるための現状確認・更新資料 

 上記強化の方向性検討資料 

 上記文書の更新案 

 上記整備・運用状況の評価結果 

 上記運用ルールの更新案 

 

 

③ 外部会計監査導入に向けた検討支援 

納入物名 概要 

外部会計監査導入に向けた検討

資料 

 広域機関に導入する外部会計監査の対応方針の検

討資料 

 外部会計監査導入に向けた監査人選定の仕様書案 

 外部会計監査の導入に必要な文書等の整理状況の

検討資料 

 外部会計監査の対応に必要な文書案 

 諸規程の更新案 

 

 

④ 業務委託遂行に必要なプロジェクト管理 

納入物名 概要 

プロジェクト管理資料  週次進捗報告資料 

 委託業務遂行における課題管理表 

 委託業務遂行におけるリスク管理表 

 

 

 

10. 著作権の帰属 

 本業務委託に係り作成、変更および更新されるドキュメント類の著作権は広域機関に

帰属するものとする。  

 広域機関に帰属する著作権のうち、著作者人格権について、受託者はこれを行使しな

いこととする。 
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11. 納入場所 

〒１３５‐００６１ 

東京都江東区豊洲６－２－１５ 電力広域的運営推進機関 事務所 

 

12. 着手期日および完了期日（予定） 

開始期日：２０２３年４月上旬 

完了期日：２０２４年３月下旬 

 

13. 特記事項 

本仕様書に記載のない事項および疑義については、広域機関と協議のうえ決定することとす

る。 

 

14. 広域機関のガバナンスに係る業務について 

広域機関のガバナンスに関する事項については、広域機関 HPでの公表資料や、広域機関検

証 WG の取りまとめ事項等を参照すること。 

 

【参考】 

 広域機関の規程類（会計・監査に関する規程含む） 

https://www.occto.or.jp/article/ 

 電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/koikiteki_une

isuishin_wg/index.html 

 電力広域的運営推進期間検証ワーキンググループ（取りまとめ） 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/koikiteki_une

isuishin_wg/20201125_report.html 

 第 4回 運営委員会（組織体制についてのアクションプラン） 

https://www.occto.or.jp/iinkai/unei/2021/files/siryo6_unei4.pdf 

 第 6回 運営委員会（電力広域的運営推進期間検証 WG における議論について） 



9 

 

https://www.occto.or.jp/iinkai/unei/2021/files/siryo5_unei6.pdf 

 第 7回 運営委員会（新規業務開始にともなうガバナンス機能の強化（広域機関の財

務・会計機能の整備） 

https://www.occto.or.jp/iinkai/unei/2021/files/siryo4_unei7.pdf 

 第 8回 運営委員会（電力広域的運営推進期間検証 WG における議論について） 

https://www.occto.or.jp/iinkai/unei/2022/files/siryo3_unei8.pdf 

 

 

 

 

 

以上 


